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第1章 は じめ に
商法 は,被 保険者が 自殺 した場面 につ き,一 律 に保険者免責事由 と して
い る(商 法680条1項1号)。 一 方で,生 命保険の約款 では一般 に,契 約
締結後 一定期 間内 に被保険者が 自殺 した場合 のみが保 険者免責事 由に掲げ
られて いる(以 ド 「自殺 免責約款」 とい う)。一般 に,商 法680条1項1
号は任意 規定であ って 自殺免責約款 は有効 である,と 解 されてい るが,事
はそれほ ど単純 ではな い。 自殺免責約款 によれば,契 約締結 か ら一定期間
経過 した後の 自殺 には保険金 を支払 うことになるが,例 外的に保険金支払
が否定 され るべ き場面が ある。 その例外が あ りうる ことについては異論を
見ない。 しか し,そ の具体的範囲 および解釈 論理 は,い わば 百家争鳴の状
態 にある。
筆 者は,こ の問題 に関 して既 に検 討を行 った ことが あるが中,論 文の公
表後に,最 高裁'f'成16年3月25U判決121(以ド,「最 高裁 平成16年 判決」
とす る)が 登場 し,そ れを契機 と して さ らに活発 に議論が 展開 されて い
る13'。後 に確認す るよ うに,最 高裁 判決(第3章 にて後掲)も,最 近の議
論の ほ とん ど も,基 本 的に は学説1一の 多数 説(2-2を 参照)に 則 って展





述するように,信 義則や公序良俗(な いし,公序,公 益など)に求められ













































詳 しくは拙稿q}をご参照頂 くこととして,本 稿での議論の前提として必要
な限 り,最低限の紹介をすることとする。
2-1.商法の規定 および約款 の趣 旨
商法680条1項1号 において,被 保険者のr1殺が一律 に保険者免責 事山








るべき不当利用に基づくものとみなすこととした,と 理解 しうる。取 り得
べき方策はいくつかありうるが,い わば保守的に一律の保険者免責とした
わけである。それゆえ,商法680条1項1号は,貫 徹する合理性を見出せ












締結された場面のみを排除するべ く機能するが,そ れで もって弊害は除去
されうると考え られているわけである。 しか も,一定の期間の経過という
簡便な指標をもって保険金を支払うべきか否かを判断できるため,立 証の
困難性は存在 しない。




きる。それ ゆえ,自 殺免責約款 は,商 法680条1項1号 の存在 に拘わ らず
























27日判決(以 下 「岡山地裁判決」 という)「9)と山口地裁平成11年2月g
一5一
日判決(以 下 「山口地裁判決」という)!°'が存在する。以下の議論にも関
わるので,そ れぞれにつき簡単に紹介 してお くこととする。
まず,岡 山地裁判決の事案は次の通 りである。多額の借金を負った甲が,








の支配 ドにあった甲社が,丙 の愛人乙を被保険者とする保険契約を締結 し
ていた。乙は丙に対 して多額の借金があり,丙に,自 殺 して保険金で支払
う旨をたびたび言 ったことがあった。一方で丙は乙に対 して自殺の実行を
迫るような発言をしたこともあった。乙は,交 通事故や自殺未遂などを発
生させた末,結局,契 約締結から1年3ヶ 月の時点で,自 殺 した。山口地































































はない。 したがって,自 殺免責約款以外の,自 殺免責約款以外の法理は,













の免責事由」 ジュリス ト736号105頁(1981年),竹浜修 「人保険における自
殺免責条項」立命館法学225・226号1070頁(1992年),植村敬治朗 「判批」













頁(1986年),出口正義 「判批」 ジュリス ト911号101頁(1988年),坂口光
男 『保険法』327頁(文眞堂,1991年),石原全 「判批」判例評論424号217頁
(1994年),中村敏夫 「被保険者の自殺」『生命保険契約法の理論と実務』579





自殺 」 『生 命 保 険 契 約 法 の変 容 とそ の考 察』199頁(保 険 毎 日新 聞 社,2001年),
山 下 典 孝 「生 命 保 険 契 約 に お け る 自殺 免 責 条 項 に関 す る若 干 の 考 察 」 法 学 新 報
109巻9・10号601頁(2003年)。
(7)札幌 地 判 昭 和59年12月18日 判 時1180号134頁。
18)判時1788号136頁。
(9)金法1554号90頁 。 判 例 研 究 につ い て は,注(5)お よ び(6)を参照 。
(10)判時1681号152頁。 判 例 研 究 につ いて は,注(5)お よ び(6)を参照 。
(11)広瀬 裕 樹 ・前 掲 注(1)論文157頁 。
(12)中西 正 明 ・前 掲 注(3)最高 裁 平 成16年 判 決 判 批309頁,同 「生 命 保 険約 款 の
自殺 免 責 条 項 」 大 阪 学 院 大 学 法 学 研 究31巻1・2号129頁 以 下(2005年)。
(13)山下友 信 ・前掲 注(5)東京 高 裁判 決 判 批18頁 。
(14)詳細 は,広 瀬 裕 樹 ・前 掲 注(1)論文171頁以 下 参照 。
第3章 最高裁平成16年判決
3-1.事案の概要
Aは,代 表取締役 としてX1社 の経営全般にあたってきた。X1社は,
平成2年 度以降,未 処理の損失が次第に増加 し,平成6年 ころのX1社の
経営状態は,相 当厳 しい状況にあった。 さらに,平成7年 度前期(4月か
ら9月まで)も,業 績は好転せず,銀 行から緊急融資を受けていた。さら
に,A自 身やAの 親族か らも相当額の融資を受けていた。
こうした中,平 成6年6月1日,Aは,自 らを被保険者とし,X1社を
保険契約者兼保険金受取人とする生命保険契約を保険会社4社(Y1～
Y4)と締結 した(以 下 「平成6年 契約」とする)。
その後 も,Aは,平 成7年 に入 り5月1日 と6月1日 に,同 様に,自
らを被保険者とし,X1社を保険契約者兼保険金受取人とする生命保険契









売 ヒ高の6倍 以L一にもhっていた。 また,X1社およびAが 支払 うべき保
険料は,平 成7年7月 には,本件各生命保険のみで月額210万円弱にも達
していた。 しかしX1社はさらに,同年8月 から9月 にかけて,複 数の損
害保険会社との間で,被 保険者をAと する5件 の傷害保険契約(保 険金
の合計額は3億 円)を 締結 した。別件の養老保険 も合わせると,保険料の
総額は月額225万円を超えるまでになっていた。
平成7年10月31Ff,Aは,X1社が請け負った屋上防水補修工事の現
場である団地の屋上か ら落 ドして即死した。X1社 およびX2はAが 事故
死したとしてY1な いしY7に保険金を請求 した。これに対してYら は,
本件落下事故はAの 自殺であること,お よび,本 件の各生命保険契約は
不11三な利益を得る目的で締結されており,公序良俗違反により無効である





所定の免責期間(1年)内 であったとして,Xら の請求を排斥 した。一方
で,免 責期間が経過 している平成6年 契約については,Aに 万が一のこ
とがあった場合X1社 は相当額の保障を必要としていたことや,平 成7年





以上の判示に対 し,Xら もYら も双方 ともに控訴 した。Yら は,不 正
利用目的の自殺については商法680条1項1号が適用され保険者は免責さ
れる,との主張を新たに加えた。
第二審(東 京高裁平成13年1月31日判決)は,次 のように判示 して,












になれば,自 殺を誘発 し,生命保険契約が不当な 目的に利用されるおそれ
があり,また,生命保険契約上の保険事故の発生が予測不可能なものとなっ





1年以上を経過 した後に自殺 した場合には,保 険者は保険金支払義務を負
















「これを本件についてみると,Aが 専 ら又は主として本件各保険契約 に
基づ く保険金をその受取人であるXら に取得させ る動機 ・目的の下に自
殺 した ものであることは,前 記認定のとお りである。そうす ると,Yら
は,平 成6年 契約に基づ く保険金につき,1年内自殺免責特約の存在にか
かわ らず,商 法680条1項1号により,その支払義務を免責されるものと
いわざるを得ない。」
これに対 し,Xら は上告 した。 なお,上 告審では,平 成6年 契約 に基

















































































なお,最 高裁平成16年判決判旨の射程は,当 然なが ら,自殺に関 し一
定の免責期間を定める場合一般に及ぶが,そ の限りであると考えるべきで














べきであろう。それゆえ,今 後の裁判例の展開には,こ の 「全体像」がい
かにあるべきかという観点か らも注意が払われるべきであるIP。




















































ただし,その解釈の根拠として,判 旨が 「特段の事情」を 「公序良俗に
違反するおそれがある」場合と表現 していることから,民法90条を持ち
出すことは可能であろう。すなわち,「特段の事情」がある場合 も保険金
を支払うような旨の約款規定は,民 法90条に違反 し無効になって しまう
ので,無 効にならないよう,その部分は約款規定の効力の射程範囲外 とす

































なお,法 的構城 に関しては,自 殺免責約款以外の法理に与える影響にも
留意すべきである。例えば,公 序良俗違反により保険契約が無効になる,
という構成は,下級審レベルでは悪質な事案対策として一般的に援用され
















定を用いることと比 して,積 立金が払い戻されないという 「制裁上を与え


















































違反するおそれ 『など』」 と記すなど,種 々の部分にて 「含み」を持たせ
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てい る。 この 「含み」が あるこ とを もって,判 旨は曖昧であ ると批判す る
見解 もあ る馳。 しか しなが ら,こ のよ うな批 判は,的 を射ていない と考え
る。 確か に,「含み」が あれば,そ れだけ,基 準 としての明確性 は失われ
るとはいえ よう。 しか し,そ の一 方で,こ う した 「含み」があ ることによ
り,柔 軟な対応が可能 とな るとい う利点が ある。 したが って,「曖昧」で
あ ることを もって,直 ちに不 当である とは評 し得ず,そ の内容 につ いて,
妥 当性を実質的 に吟味 しなければな らないはずであ る。 また,も と もと,
この 「含み」の 部分 は,相 当に限定的であ る。例えば,自 殺 に関 し犯罪行
為が介在 して も,直 ちに 「特段 の 事情」に該当す るとはいえな いとい う趣
旨は,明 確で あ って,そ の面で相当の絞 りがか け られて いる。 それ ゆえ,
「含み」 の領域 はそれ ほ ど広 くない と理 解で きる。一 方で,そ の範囲 内で
柔軟な対応 が可能 となるというわけであるか ら,「含み」があ ることを もっ
て,直 ちに妥当でない とはいえないよ うに思われ る。
この一般論 の上で,判 旨は,具 体的な事案 との関係で,次 の点 を指摘 し
てい る。すなわち,① 経営状態が厳 しい状態にあった こと,か つ,② 多数 ・
多額の生命保険契約 の存在に加え,③ 保険金取得 目的の 自殺で あ った とし
て も,「特 段の事情」が あると判断す るには ト分でない とい うのであ る。
こう した 「特段 の事情」 の内容 に対 して は,賛 成の 見解 もあるが1即,次
に掲 げるように種 々の批判があ る。 止記③の保険金取得 日的の 自殺 である
だ けで公序 に反す る:,°1,ヒ記の要素か ら事案を総合的 に判断すれ ば,公 序
良俗 に反す る といい うる事案であ る肺,判 旨で は重視 されて いないが,災
害死亡保険 金をせ しめ るべ く事故を装 って 自殺 した ケースで あ り,こ れは
公序良俗 に関わ る事情であ るというべ きで あるCIErなどである。 すなわち,
最 高裁'F成16年判決 が示 した内容 では,「特段 の事情」 に該 当すべき場 面
が限定 され過 ぎてい る,と いう批判で ある。
ただ し,「特段 の事情 」 の内容 が どれ ほ ど限定的 であるかにつ いて は,
最 高裁が さらに審理を尽 くさせ るため原審 に差 し戻 してい る点に注意すべ
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きであろ う。 なぜな ら,も し,上 記の 要素だ けでは 「特段 の事情」 に全 く
該当 しない とい うのであれば,破 棄 白判 してい るとも考え られ るか らであ
る。 あるいは,1.記の要素 に,何 らかの要素が加わ るだけで 「特段の事情」
に該当 しうるとい う趣 旨が含意 されてい るのか も しれない卿。
5-2.私見の立場から見た 「特段の事情」
既に指摘 しているように,「特段の事情」が認められる場合に保険金支
払が否定 される法的な根拠は明らかでない。 しか し,最高裁がそのような
法的構成を肯定 した以 」二,判例法理として実在することは否定できない。



























拡大解釈 して適用,あ るいは類推適用 して解決することの方が,直 戯的で
あろう。 しかし,そのような拡大解釈,類 推適用は,確 立しているとは言




























は,岡 山地裁判決のように,被 保険者が著 しく悪質な態様にて自殺をする
ケースといいうるか。確かに,多 数多額の保険を累積的に契約 していたこ
となど,モ ラルリスク防止の観点から歓迎せざる事情を複数見出すことが









質は,そ のように契約できて しまう状況にあるわけであるか ら,第一に,
そうした状況に問題の焦点を合わせるべきである`171。自殺免責約款の解釈





















たものとして,東 京地判平成16年9月6日 判 夕1167号263頁がある。この裁
判例の事案では,「保険金受取人による被保険者故殺」 と同 レベルの悪質性が
あったものと評価することができると考えるので,「特段の事情」を認めた判
旨に賛成する。広瀬裕樹 「判批」保険事例研究会 レポー ト206号13頁参照。









































































を大 き く絞 り込 んでいる。被保険者の 自殺を保険 者免責事由 とす る根拠は,
公序良俗 や信義則 な どが挙 げ られるが,い ず れにせ よ,絞 り込ん だだけ,
その実 質的内容 がよ り厳格 に問われ ることになる。 すなわち,商 法680条
1項1号 は,「安 全策」 を採 り,被 保 険者 の自殺を一律 に免 責事由 と し,
公序良俗や信義則な どか らの 要請を確実 に満たそ うと した もの と考え られ
るか ら,商 法の規定 よ りも免責の対象を絞 り込む ことは,公 序良俗や信義
則な どか らの 要請 の限界を,よ り厳格 に見定 める必 要が あることにな る。
公序良俗や信義則 などは,い わば入れ物で あ り,そ れのみで は実質を表わ
す もので はない。 それゆえに,実 質 と して,被 保険 者の自殺 を保険者免責
事由とす ることで達成 される政策 目標 は何 か,と いうことを追及す る必 要
がある㈱。
その政策 目標 は,生 命保険契約 の不当利用の防Lf:に尽 きるよ うに思 われ
るi;{!li。不当利用を防 止すべき とい うことは,も とよ り,被 保 険者の自殺 の
場 面に拘 わ らず,保 険制度全般において 重要な課題である。 ただ し,政 策
目標につき,単 に 「不当利用を防 止すべ き」 ことを 言及すれば ト分 とい う
わけではない。注意すべ きことは一:点あ る。第一に,不 当利用 され る場面
につ き,各 当事者の利害状況を吟味 し,正 確 に把握 してお く必要があ る。
第 二に,不 当利用 に対す る対策 を強化す ると,現 実 においてそれが 「誤作
動」 し,問 題の ない場 面で あ って も保険金 支払が否定 されて しまう危険性
が生 じかね ないことで ある。
この うち,第 二 の点 は,ま さに次節で検 討す る課題で もあるが,こ こで
少 々論 じておきたい。契約L一定 め られた場 面において保険 金を支払 うとい
うことは,大 前提 であ る。 それゆえ,不 当利用 に対する対策 の 「誤作動」
は,軽 々に看過 することが許 されない,重 人な問題 のはずである。 しか し,
この 「誤作動」 の危険性 を小 さくしよ うとす る と,現 実 において は往 々に
して,不 当利 用の対策 と して は 甘くな る。 つ ま り,対 策の厳 しさ と,「誤














して,そ れゆえに,人 の生死が関係 しているということのみをもっては,
不当利用の対策を絶対視することもできないはずである。質的に絶対視で
きないとすれば,人の生死 という最重要に位概づけられるべき要素が関わっ





さにそのために存在 していることは,既 に述べた通 り(2-1参照)で あ
る。 しか し,確かに軽視されるべきではないとは思われるが,被保険者が
保険契約を締結するわけではないか ら,保険契約締結時の目的と,被保険
















的な要素であろうか。 どのような意図で契約を締結 していようが,実 行行
為に至らなければ,結 局のところ 「お誉め無 し」である。 もちろん,悪 質
な意図で契約を締結 している場合には,実 行行為に至る危険性は高いであ
























「保険金取得 日的がある」 という観点から見ると,他 人が凶行に及ぶ場
合と,被 保険者が自殺す る場合は,質 的に重大な相違 はないもの と考え
る(1°1。それゆえに,自殺をする被保険者が保険金取得目的であることは,
決定的な要素と理解すべきではない。 もちろん,被 保険者が保険金取得の
目的を持たされる場合,つ まり,保険金取得 目的で,被 保険者が自殺に追












およそ合理的な行動ではない。 自殺は,様 々な事情が複雑にからみ,実 行
されるのであろうが,主 要な要因は,経 済的な事情など,生命保険契約の
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存在以外 の ものになる もの と考え られる。結 果的に,生 命保険契約 の存在
が 「最 後の一押 し」 を した,と い うことはあ りうるにせよ,生 命保険がな
けれ ば(あ るいは免責事由であれば)自 殺には至 らなか った,と い う構図
が必然 的に成 り、γつ とはいいえない。 したが って,白 殺誘発の危険性を決
定的 な要素と して理解 する ことは妥 当ではないIII1。
ただ し,以1は あ くまで推 論であ り,科 学 的にそのよ うに結 論付け られ
るわけではな い。「白殺」 とい う現象 を,単 に 「故意 に 自らを死 に至 ら し
めた」 とい うだけでな く,生 理 的に,医 学的に,社 会学的 に,心 理学 的に,
いか なる行動 と位 置づけ られるのか,よ り多方面か ら検 討する必 要があろ
う肋。 しか し,現 時点 で確定 できないとい う一事 を もって,白 殺 誘発の危
険性を決定ri勺な要素と把握す ることは,や は り妥当ではない。2006年に制
定 された 「rl殺対策基本法」 では,臼 殺 は多様 かつ複合的な原 因および背
景を有す るもの との 考え に基づ いていることか らして も(同 法2条 参照),
単純 に結論づ けることは避 けるべ きである"1。
以 ヒの検討か らすれ ば,被 保険者 の自殺 という行為 その ものか らは,決
定的 に悪質な利害状況 は見出せず,そ れ ゆえに,実 質 と して,生 命保険契
約 の不 当利用の防 止に関 して 目指す べき政策 日標 も見出せな い嚇。 「保険
契約が保険金取得 目的で締結 され ることの防IL」は考慮すべ き要素ではあ
ろうが,そ れ も副次的 なもの にとどま り,決 定的 な要素とまではいいえな
いであ ろう。
結局の ところ,被 保険者の 自殺の場 面において残 るのは,「特段の事情」
の内容 と して掲 げた ような場 面(5-2参 照),す なわ ち,「保険 金受取 人
に よる被保険 者故殺」が行 われ た ものと評価 しうるケース,お よび,被 保
険者が著 しく悪質な態様 にて 自殺をす るケースを防iLしなけれ ばな らない
とい う要請であ ろう。 こうい った悪質な ケー スを防il:することは,決 定的
な要素 として理解 す ることがで きる。 しか し,そ れは,従 来の議論 におい










量的にそれほど重要な要請 とまではいえず,自 殺免責約款に基づ く免責期
間による処理で効果的に対処できるのであるから,それで ト分であると考
える。一方で,後 者は,か なり重要な要請ではあるが,自 殺免責約款以外
の法理に基づいて処理 されるべき対象である。
私見 としては,「被保険者の自殺にあた り,いかなる場合に,い かなる
根拠により,生命保険金の支払は否定されるべきであろうか」という課題
に対 して,理 論的には,以hの ように回答すべきと考える。
6-2.自殺免責約款の 「誤作動」
被保険者の自殺につき保険金の支払を否定すべき根拠につき,理 論的に
は一定の結論が導けたとして,し か し,それで もまだ検討すべき現実的な
課題は存在する。それは,自 殺免責約款の 「誤作動」とその政策 目標との
バランスをいかにして取 るべきか,で ある。






ば,本 質的には悪質ではないケースにおいて 「誤作動」 して しまう危険性
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が否定できない。この 「誤作動」は,軽 々に 「やむを得ない」と結論付け








を指標とすべきと想定 しているように思われる。 しか し,「保険金取得を
主たる目的とした自殺」であると立証できるような事案は,少 なくともこ
れまでの裁判例をみる限り,相 当悪質な事情が浮かびr_がってくるような





処理は,保険契約者側に酷な結論を導 くように 「誤作動」 しかねず,現 実
的にそれは杞憂に終わるものではないと考える11㌔
一方で,自 殺免責約款その ものにも,「誤作動」はありうる。 この点は
従来ほとん ど注視 されてこなかったようにも思われる。 しかし,この 「誤
作動」には,看過すべきではない問題が含まれていると考える。














この 「誤作動」につき,「やむを得ない」 と割 り切らないとすれば,保
険金受取人側が 「保険者免責とすべきような事情が全く見出せないケース」
であることの立証に成功 した場合に,保険金支払を認めるべきことになる。
しかし,そ うであれば,自 殺免責約款の存在意義はほとん どなくなる。rl
殺免責約款の存在意義を認めるのであれば,「誤作動」 につき 「やむを得
ない」と割 り切るしかない。ただ し,そのためには,自 殺免責約款により
達成される政策 目標が重要なものであり,それとのバランスを測った結果,
割 り切らざるを得ない,と 説明する必要があるはずである仰。














論理の面では整っていると思われる。 しか し,約款規定を,作 成者である
保険者側に有利になるように解釈 しており,実質論としてはその合理性に
疑問がある。そのためか,有 力説に立つ論者からこの反論をさらに補強 し









定の場合」 とは,論 者により異なるが,例 えば,「保険契約者(兼 被保険
者)が 白殺により保険金受取人に保険金を取得させる意図で保険契約を締







自殺免責約款により達成されているはずの政策1」標を,蒸 し返 して しま
えば,「誤作動」 とのバランスが取れな くなるはずである。 したがって,
免責期間経過後のFl殺についても保険金支払の否定すべき場面があ りうる




この危険性 は,「 二記 のよ うな見解 だけが孕 む もの では ない。 例 えば,
「免責期間経過 後 に保険 金取 得 目的 で 自殺 した場 合に,保 険 金の支払を否
定 した ければ,そ れ を免責 事由 とす るよ う約 款 に明記すれ ばよい」 旨が論
じられ ることが ある1511。確か にそのよ うな約 定が有効であ ること白体 につ
いては異論はない。 しか し,そ のよ うな約定 を入れれば,や は り,自 殺免
責約 款によ り達成 されて いるはず の政策 目標 を,蒸 し返 す こととな る。そ
のよ うに論 じる論者の 中か らも,「その場 合は同時 に期 間内の被保険 者側
か ら免 責を争 う可能性を認めね ば不公 平である」i52〕と指摘 されてい るとこ
ろである。
同様 のこ とは,約 款 一E_の問題 にとどま らな い。かつ て検討 した際に既 に
指摘 した ことであ るが(53i,生命保険法 制研 究会が1998年に発表 したノk命
保険契約法 改正試案で は,被 保 険者の 自殺 につ き免責期間(2年)を 定 め
る規定 が置かれつつ(改 正試案680条1項1号),同 時 に,不 法 に保険金
を取得す る目的 を もって締結 された保険契約 は無効 とす る旨の規定 も設 け
られて いる(改 正試案673条の2)1511。改ll三試案 は,2002年に修正版1551が,
2005年に確定版66[が発 表されて いるが,本 稿で扱 って いる部分 につ いて
は,特 段 の相違 はない。 この改 正試案673条の2は,従 来の公序 良俗違反
や詐欺の法理が適 用 される場 面に対応す るために設 けられた ものである騨。
しか し,そ のよ うに理解 す ると,改 正試案680条1項1号 によ り達成 され
てい るはずの政策 目標が,蒸 し返 されて しまって いるのではないだろうか。
そ うで あれ ば,こ の二つ の規定 の関係を整合性 を もって理解す ることはか
な りの難題 となる。 改正試案673条の2が 優先す ると理解すれ ば,改 正試
案680条1項1号 の存在意義 は失われ る。一方 で,改 正試案680条1項1
号は任意規定,改 正試案673条の2は 強行規定で あるため(改 正試案683
条参照),被 保険者の 自殺 の場面 に関 しては,改 正 試案680条1項1号 が
優先す ると解釈す ることは難 しいよ うに も思 われ る。
自殺免責約款の 「誤作動」 につ いて問題 とな ってい るのは,形 式論理で
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はない。実質論 として一貫しているか,と いうことである。そして,こ の
ことは,筆者が初めて指摘 したことではない。既に,山 口地裁判決の判例
研究において,「公序良俗違反,詐 欺 といったアプローチでは,加 入者側







私見が示 した通 り,「自殺免責約款 と棲み分けられる法理」によるほかは
ない。そしてこのことは,改 正試案について論じた通 り,法規の解釈にお
いても妥当すると考えるべきである。





















しか し,被保険者の同意は,確 かに重要な要件ではあるが,そ の同意を通 じて
も,被 保険者は,保 険契約に積極的に関与するわけではない。また,一般に,














いては榊素寛 ・前掲注Gの論文339頁以 ド参照)。そうすると,生 命保険契約全
















(4al1」ド典孝 ・前掲注(6》論文611頁以Fで は,精 神病と自殺の関係を考察 して
おり,多面的に検討する貴亟な試みである。
(姻1`1殺対策基本法については,武 蔵誠憲 「1'1殺対策基本法」 ジュリス ト1322
号96頁(2006年)参照。
14N榊素寛 ・前掲注(371論文352-353頁は,「保険契約の不当な目的への利川の防















































その契約が公序良俗に反 し無効となることはない」 とも論 じられる(同 論文
147頁)。保険契約締結時の意図を決定的な要素と考える見解である。 しかし,




-,,;別冊 『判例セレクト2004』17頁(2005年),山 野嘉朗 ・前掲注(5)東京高裁

















(5物中西正明r生 命保険契約法改正試案(1998年版)の 解説 一 試案673条か
ら673条の4ま で 」生命保険協会会報261号4頁以 ド(1999年)参照。
(581洲崎博 ・前掲注〔5)山口地裁判決判批108頁。
第7章 結 び に
本稿での考察によれば,結 局のところ,前稿にて示 した私見を,改 めて
確認することとなった。すなわち,保険金取得目的での保険契約締結の防
止は,自 殺免責約款によって効果的に達成されるか ら,自殺免責約款は,




われるような事態になれば,自 殺免責約款が 「誤作動」 しうること,すな
わち,免 責期間内の白殺については,保 険者免責とすべきような事情が見





に吟味 しなければな らないことになる。そうなれば,自 殺免責約款には,


























殺に関 しては,「自殺」 という行為についての多角的な検討や,自 殺免責
約款以外の法理の整合的な整理など,検討すべき課題は少なくない。本稿
が今後の議論の発展に少 しでも寄与できれば幸いである。
一46一
